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【県民の健康調査】放射線影響研究所―県民の健康よりも原発事故データ収集が目的か 
◆「放射線影響出ないからこそ研究を（千載一遇チャンス）」（大久保利晃理事長（当時））

◆「訴訟で必要になる『健康影響についての科学的根拠』を得る」（原発訴訟対策❓）」

（児玉和紀主席研究員（当時）） 
「東京電力福島第一原発事故後に福島県立医科大学（県医大）が担った県民健康調査を 
巡り、日米で共同運営する「放射線影響研究所（放影研）」が衝撃的な動きをしていた。

「放射線の健康影響が出ないからこそ研究を」「訴訟対策に」と求めていたのだ。研究

や行政の保身が調査の目的なら、被災者本位とは正反対に向いていたことになる。これ

まで報じた背信行為の数々は、行きついた先で、ついにこんな思惑に結実したのか。提

言した当事者は黙して語らない。… 
経済産業省の文書には「放射線量が増加し始めた頃には避難完了」とあり、文化省内

部で「住民の放射線影響は問題にならない程度」と報告。同省所管の放射線医学総合研

究所（放射研）は官邸に、健康調査は不要と進言した。大久保氏が「影響がないからこ

そ研究を」と提言したのはちょうどこの時期だ。放影研主席研究員だった児玉和紀氏も

官邸に調査を勧めていた。調査が病気の早期発見につながると言及しつつ「この程度の

被ばく線量では甲状腺がんは増えない結論が得られるかもしれない」「低線量反復「被

ばくの健康影響を検証できる」という研究の側面から提案した。 
さらに「行政の対応が適切で、がんの増加を防げたという結論になる可能性」「訴訟

で必要になる『健康影響についての科学的根拠』を得る」という裁判対策の側面からも

推していた。研究や将来の訴訟対策を調査目的とする放影研の 2人の意見は、この段階

では被災者の健康を心配し、県民に寄り添う形での調査を目指すべき県医大の立場とは

相いれないように見える。ところが、県医大の思惑もこの後、奇妙な変化をうかがわせ

る。… 
 甲状腺がんの原因となる甲状腺の内部被ばくは「初期被ばく」とされる。甲状腺に集

まって内部被ばくを起こす放射性ヨウ素は、量が半分になる半減期が 8 日と短い。事故

後の初期段階で消えるため、こう分類される。一方、「長期被ばく」とは、半減期が長

い放射性セシウムが土壌や森林などに残ってもたらす外部被ばくを指すとみられる。 
 被災者がまず気になるのは初期被ばくの方だが、阿部氏は長期被ばくについて「人類

が経験したことのない」と説明。以後の内部会合でも「長期被ばくによる住民の発がん

リスクのデータを発信する義務がある」と強調された。長期被ばくの研究に前のめりな

様子がにじむ。」（「東京新聞」19年 2月 24 日付け） 
放射線影響研究所 原爆投下後に米国が設けた原爆障害調査委員会（ABCC）が前身。

1975 年の改組で日米が共同運営し、被爆者の健康状態を追跡調査している。原則治療

せずに検査してデータを収集し、「調査すれども治療せず」と非難された。 



【【県民の健康調査】の案内）】 

  
【福島の桜を見に来ませんか】日にちは、 
＊4月 6 日（土）～8 日（月）＊13 日（土）～15 日（月）＊20 日（土）～22 日（月））

の各 1泊 2 日です。連絡を待っています 
 


